
資料 ３
平成20年度決算見込の概要

● 歳入
1 保険料
・ 前年対比25.2％減、1,053,216千円減の3,125,970千円
・ 後期高齢者医療制度の創設により、75歳以上の加入者分の保険料収入が
なくなったため、大幅な減となった。

・ 徴収率は、滞納繰越分が大幅に増加したため、5.35％減となった。
なお、平成20年度賦課分については、0.13％増を見込んでいます。

2 国庫支出金
・ 前年対比8.56％減、344,167千円減の3,677,412千円
・ 老人保健制度の廃止により歳出の老人保健拠出金が減少し、それに基づき算定される
老人保健医療費負担金が減少した。

3 療養給付費交付金
・ 退職者医療制度の改正で、対象が64歳までとなったため、被保険者減による
保険給付費が減少したため、交付金が減少した。
前年対比68.67％減、2,203,358千円減の1,005,088千円

退職被保険者等の保険給付費（療養給付費・療養費・高額療養費・食事療養費・
移送費等の保険者負担分）と退職被保険者にかかる老人保健医療費拠出金の1/2 
の合計額から退職被保険者等医療給付費分保険料・第三者納付金等を控除した
額が、社会保険診療報酬支払基金から交付される。

4 前期高齢者交付金
平成20年度から創設された前期高齢者（65歳以上75歳未満）に対する財政支援制度。平成20年度から創設された前期高齢者（65歳以上75歳未満）に対する財政支援制度。
退職者医療制度に代わる財政支援制度。 2,840,990千円

5 県支出金
前年対比25.04％増、148,724千円増の742,667千円

6 共同事業交付金
前年対比26.71％増、410,201千円増の1,946,212千円

7 繰入金
前年対比0.02％減、170千円減の994,416千円

○ 保険基盤安定制度に係る繰出し
 ① 所得が低い方に対する保険料の軽減分について、鳥取県（3/4）、米子市

（1/4）が負担したもの。
② 保険者支援分
国（1/2）、鳥取県（1/4）、米子市(1/4)が負担したもの。

○ 職員給与費等に係る繰出し
職員の人件費、委託料、消耗品費、印刷製本費、手数料、備品購入費など

○ 出産育児一時金に係る繰出し
出産育児一時金の支給基準額（35万円）の2/3に相当する額。

○ 国保財政安定化支援事業に係る繰出し
国民健康保険財政の健全化及び保険料負担の平準化に資するための経費。

8 前年度繰越金
前年対比30.29％減、230,077千円減の529,423千円

9 歳入合計
前年対比2.7％減、413,700千円減の14,918,717千円



4 前期高齢者納付金等
前期高齢者に対する財政支援制度の国保負担分 2,057千円

5 老人保健拠出金

・
精算分のみとなり、大幅に減少した。

6 介護納付金
前年対比7.6％減、55,499千円減の675,091千円

7 共同事業拠出金

多くなっている。

8 保健事業費

前年対比73.6％増、59,727千円増の140,877千円

・

・
特定健診受診率の見込み  約30％

9 諸支出金

10 歳出合計
前年対比1.81％減、268,017千円減の14,534,977千円

● 歳入歳出収支
前年対比64.98％減、344,032千円減の185,392千円

● 歳出
1 総務費

前年対比6.36％増、19,760千円増の330,317千円
・ 職員が3人増による人件費の増。
・ 特定健診等データ管理システム、レセプト管理システムなどの手数料が、
平成20年度から新たに発生。

2 保険給付費
前年対比1.45％減、135,869千円減の9,224,581千円
・ 被保険者数が、前年度と比較し500人程度減少する見込み。
・ 70歳以上の方の窓口負担は、暫定措置として1割負担であるが、
保険給付費は、９割から８割の支出に減少したため。

3 後期高齢者支援金等
後期高齢者医療制度に支出する国保負担分 1,527,556千円

前年対比78.78％減、2,109,094千円減の568,232千円
老人保健制度は廃止となったが、平成20年3月診療分と、平成18年度の

前年対比29.46％増、460,046千円増の2,021,778千円
共同事業交付金が、1,816,066千円なので、205,712千円拠出金の方が

平成20年度から特定健診・特定保健指導の実施が保険者に義務づけられ、
昨年まで一般会計からの支出で実施していた基本健診部分について、
国保からの支出となった。

国保加入者について、基本健診受診者、大腸がん検診受診者、胃がん
検診受診者に対する補助をとりやめたため、一般の保健事業費が減少。
前年対比50.26％減、40,784千円減の40,366千円
特定健診等事業費

前年対比45.28％減、36,701千円減の44,358千円


